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第 1 章 序論 
 
 

1.1 研究目的 

 

2008 年 5 月 12 日、中国中西部の四川省汶川県で大規模な地震「汶川地震」（通称、四川

大地震）が起きた。地震の規模はマグニチュード 7.9～8.0である。中国政府の発表では死

者 6万 9207 人、負傷者 37 万 4468人、行方不明者 1万 8194人となっている。五年後の 2013

年 4月 20日、四川省雅安市（汶川県から 200kn離れたところ）でマグニチュード 7.0の大

地震「雅安地震」が起き、死者と行方不明者あわせて 200 名を超えたと伝えられている。

後者の被害のほとんどが建物の倒壊によるものであり、その中には 2008 年の四川大地震後

に建てられた建物も含まれていた。2008 年の大地震で大きな被害を出した四川省ではその

後耐震基準が見直されたのであるが、まだ十分ではなかったと批判の声が上がっている。

図 1.1 に四川大地震の震源地を示す。また写真 1.1 に四川大地震による被害、１階が完全

に崩壊した５階建ての学生寮を示す。 

 

一方、2011 年 3月 11日日本で起きたマグニチュード 9.0の東北地方太平洋沖地震でも多

くの人が亡くなったが、その被害のほとんどは津波によるものであり、建物の倒壊による

ものではなかった。 

 

中国の「汶川地震」、「雅安地震」と日本の「東北地方太平洋沖地震」による建物倒壊の

被害に差が出たのは、想定される建物の使用年限や構造材料の質の差もあるが、やはり「耐

震基準の差」が一番大きいと思われる。この差を明確にするために、実際に中国で設計さ

れた建物の耐震安全性を日本の耐震基準で評価することを試みた。 

 

 
 
 

図 1.1 四川大地震-震源地 写真 1.1 四川大地震による被害 

１階が完全に崩壊した５階建ての学生寮 

北京 
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第 1 章 序論 

1.2 論文の構成 

 
 本論文の構成を図 1.2 に示す。本論文は、本文 5 章及び付録より構成される。以下にそ

の概要を示す。 
 
第一章では、研究目的について述べ、本論文の構成を示した。 

 
第二章では、中国耐震基準法について基本内容を紹介した。 

 
第三章では、実際に中国で設計された建物（ 6度から9度まである地震烈度のう

ち7度の場合）の例をあげ、建物概要、設計概要、使用材料、中国の耐震基準を満

たした設計結果を示した。 

 

第四章では、日本の耐震基準による中国で設計された本建物の耐震安全性評価につ

いて述べた。静的弾塑性解析と動的弾塑性解析を行って、その結果について考察を述べた。 

 
第五章では、以上の成果のまとめを記した。 
 
付録では、本論文で使用した諸耐力についての計算方法、メカニズム時のヒンジ図、日

本と中国の地震力分布の比較、地震烈度 8 度の場合の設計例とその解析結果について簡単

に述べた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 1.2 論文の構成 

第 1 章 

研究目的 

第 4 章 

静的解析と考察 
第 6 章 

結論 

第 2 章 

中国耐震基準法

の基本内容紹介 

第 3 章 

中国耐震基準法

を満たした本建

物概要紹介 第 4 章 

動的解析と考察 
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第 2 章 中国の耐震設計基準法 
 

 

2.1 中国の耐震設計の基本概念 

 中国の耐震設計の方法を知るために、まず、定義された基本概念を理解する必要がある。

重要な概念として、地震烈度、耐震等級、基盤種類と基盤特性周期が挙げられる。 

 

2.1.1 地震烈度 

 中国では地震の発生確率やその大きさが地域によって大きく異なる。そのため、地震学

の研究や近年の強震観測データ、地震災害の経験から経済レベルを考慮しながら各地にお

ける耐震設計に用いる地震力を定めるために、「地震烈度」の概念が生まれ、大きく 6度、

7 度、8 度、9 度に分けられている。本研究では「地震烈度」を略して「烈度」と書く。烈

度が大きいほど、設計地震力が大きくなる。図 2.1は主要都市の「地震烈度」分布を示す。

本設計例（後述のように RC純ラーメン 5階建物（屋上ベントハウス付き））の場所は河南

省信陽市なので、烈度 7度である。 

 

            

 

 

図 2.1 主要都市の「地震烈度」分布 

信陽（7） 
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第 2 章 中国の耐震設計基準法 
 

2.1.2 耐震等級 

地域の「烈度」、建物の構造形式および高さによって、建物を耐震等級 1、2、3、4級に

分け、耐震等級 4から 1の順に、後述のように設計応力割増係数を大きくしている。表 2.1

は、RC 純ラーメン構造の一般建物に対する、烈度、建物高さと耐震等級の関係を示す。本

設計例では、烈度 7、建物高さ 22.65m なので、耐震等級は 3 である。表中の特級について

は後述する。 

 

2.1.3 基盤種類、基盤特性周期（Tg） 

基盤種類は建設する場所での、測定された表層土の等価せん断波速度及び土厚によって

分類されている。表 2.2 に表層土の等価せん断波速度及び土厚と基盤種類の関係を示す。

基盤特性周期は基盤種類によって決まっている。表 2.3 に示す。本設計例では基盤種類Ⅱ

で、基盤特性周期（Tg）は 0.35s となっている。基盤特性周期は設計用ベースシア係数の

計算に使われる。 

表 2.2 表層土の等価せん断波速度及び土厚と基盤種類の関係 

等価せん断波速度 Vs（ｍ/s） 
基盤種類と土厚 

Ⅰ0 Ⅰ１ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

Vs>800 ◎         

800≧Vs>500   ◎       

500≧Vs>250   <5m ≧5m     

250≧Vs>150   <3m 3～50m >50m   

Vs≦150   <3m 3～15m 15～80m >80m 

注：◎は表層土厚と関係なく等価せん断波速度によってその基盤種類に当たること表す。 

 

表 2.3 基盤種類と基盤特性周期（Tg）の関係 

基盤種類 Ⅰ0 Ⅰ1 Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

基盤特性周期 0.20 0.25 0.35 0.45 0.65 

 

 

 

表 2.1 RC純ラーメン構造に対する、烈度、高さと耐震等級の関係 

RC 

純ラーメン 

地震烈度 

6度 7度 8度 9度 

建物高さ（ｍ） ≦24 >24 ≦24 >24 ≦24 >24 ≦24 >24 

耐震等級 4 3 3 2 2 1 1 特級 
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第 2 章 中国の耐震設計基準法 
 

 

2.2 中国の耐震設計の考え方と耐震設計ルート 

2.2.1 中国の耐震設計の考え方 

①小震不壊：小さな地震では、損傷しないことを目標として弾性設計を行う。 

②中震可修：中規模の地震では、被害が補修可能な範囲に止まることを目標とする。設計

方法としては、構造基準による検討のみで特別な計算は行わない。 

③大震不倒：大地震の時には、建物が倒壊せず、建物内の人命の安全を確保することを目

標とする。弾塑性設計を行い、変形性能の検討を行う。 

 

本設計例では①小震不壊を目的とした弾性設計だけを行った。 

 

 

2.2.2 中国の耐震設計ルート 

 図 2.2 に中国の耐震設計ルートを示す。表 2.1 の耐震等級・特級は特殊な設計方法であ

るルート 3に当たる。本設計例はルート 1に当たる。 

前述のように、本設計例では小地震（再現期間 50 年）に対して弾性設計のみを行った。

したがって本設計例では地震応答解析は行わないが、参考としてルート 2 の地震応答解析

に使用する地動加速度最大値（大地震相当）を表 2.4に示す。7度の場合の大地震相当の加

速度は 220galであり、日本の地震動レベル 1に近い。 
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表 2.4 地震応答解析に使用する地動加速度最大値(cm/s2) 

烈度 6度 7度 8度 9度 

大地震 

（再現期間 1600～2500年） 
125 220 400 620 

図 2.2 中国の耐震設計ルート 

特殊建物か 

本設計例ではルート 1を採用する。 

ルート 3 

：本耐震設計基準法の範囲 

構造基準 

エンド 

スタート 

特殊な 
設計方法 

・層せん断力確認 
・断面耐力確認 
・層間変形確認 
・地震応答解析 

・層せん断力確認 

・断面耐力確認 

・層間変形確認 

 

是 

否 

否 

ルート 2 ルート 1 

是 
建物高さ>60～100ｍ 
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2.3 設計用地震力 

中国では設計用地震力の計算には振動モード解析による応答スペクトル法、ベースシア

係数法、時刻歴応答解析法の三つの方法がある。振動モード解析による応答スペクトル法、

ベースシア係数法は弾性解析に適用する。本設計例では、振動モード解析による応答スペ

クトル法で地震力を計算した。 

 

2.3.1 設計用ベースシア係数曲線 

各次の設計用ベースシア係数（α）は建物の固有周期で決まる。特別な方法によらない 

限り、建築構造の減衰定数は 0.05としなければならない。各次の設計用ベースシア係数の

最大値（αmax）は表 2.5 に基づかなければならない。本設計 7度の場合αmaxは 0.08である。

設計用ベースシア係数曲線は以下の規定を満たさなければならない。図 2.3 に本設計用ベ

ースシア係数曲線を示す。 

1）直線上昇域は周期 0.1秒以下とする。 

2）0.1 秒から基盤特性周期（Tg）までの範囲では、最大値（αmax）を取らなければなら

ない。 

3）曲線下降域は、基盤特性周期からその 5倍までの範囲とし、 

α=(Tg/T)0.9αmaxとしなければならない。 

4）直線下降域は、5倍の基盤特性周期から 6秒までの範囲とし、 

α=0.235-0.02(T-5Tg)αmaxとしなければならない。 

 

 

 

表 2.5 各次の設計用ベースシア係数の最大値αmax(cm/s
2) 

小地震（再現期間 50 年） 6度 7度 8度 9度 

αmax 0.04 0.08 0.16 0.32 

0 

0.01 

0.02 

0.03 

0.04 

0.05 

0.06 

0.07 

0.08 

0.09 

α：各次の設計用ベースシア係数 T ：建物の各次固有周期 

図 2.3 各次の設計用ベースシア係数曲線 

本設計用の各次のベースシア係数 

 
α 

T(s) 

 

 

0.45αmax 

αmax 

α=(Tg/T)0.9αmax 

 

α=0.235-0.02(T-5Tg)αmax 

 

0.1 Tg 5Tg 6 
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2.3.2 振動モード解析による応答スペクトル法 

建物の各次モードの固有周期、ベースシア係数、刺激係数を求め、各次モードによる層

せん断力を合成して、設計用層せん断力を求める方法である。具体的に以下に示す。 

１）各次振動モードにおける質点 i の水平地震力は、次の式に基づき計算しなければなら

ない。  

 Ｆ
ｊｉ

＝α
ｊ
γ

ｊ
Ｘ

ｊｉ
Ｇ

ｉ
       （ｉ＝1，2 •••ｎ，ｊ＝1，2 •••ｍ）R .................... （1） 

  γ
ｊ
＝∑ Ｘ

ｊｉ
Ｇ

ｉ

ｎ

ｉ＝１
∑ Ｘ

ｊｉ

２ｎ

ｉ＝１
Ｇ

ｉ
�  ......................................... （2） 

      ここで、 

      Ｆ
ｊｉ

： j 次振動モードにおける質点 iの水平地震力である。 

      α
ｊ
： j 次振動モードの固有周期に対応する各次設計用ベースシア係数であ 

り、設計用ベースシア係数曲線に基づき定めなければならない。 

Ｘ
ｊｉ

 ： j 次振動モードにおける質点 iの水平相対変位である。 

γ
ｊ
  ： j 次振動モードの刺激係数である。 

２）各次振動モードにおける質点 i の水平地震力から、各次振動モードにおける各層の層

せん断力を求める。 

３）各次振動モードにおける i層の層せん断力をモード合成する。 

                VEki＝�∑Ｓiｊ

２
R  ....................................................... （3） 

      記号 

      VEki：i層におけるモード合成した設計層せん断力である。 

Ｓij： i層における j 次振動モードの層せん断力であり、少なくとも２～３ 

次までの振動モードを採用しなければならない。 
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本設計例では 6 次モードまでの計算を行った。長辺方向一次モードによる層せん断力と

モード合成した設計層せん断力を表 2.6 に示す。また、長辺方向、短辺方向の設計層せん

断力係数も示す。合成した設計層せん断力は一次モードの影響が支配的であることが分か

る。長辺方向ベースシア係数は 0.0354、短辺方向ベースシア係数は 0.0313である。純ラー

メン構造ゆえに長辺方向と短辺方向の固有周期がほぼ同じなので（1 次固有周期：長辺

0.928s、短辺 1.047s）、長辺方向と短辺方向のベースシア係数はあまり変わらない。本設

計例である 7 度のベースシア係数は日本の設計ベースシア係数 0.2 に比べて非常に小さい

ことがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.6 長辺方向の一次モード層せん断力 

と設計層せん断力および両方向の設計層せん断力係数 

 長辺方向：一次モー

ド層せん断力（KN） 

長辺方向：設計層せ

ん断力（KN） 

長辺方向：設計層

せん断力係数 

短辺方向：設計層

せん断力係数 

R層 34 54 0.0711 0.0715 

5層 365 489 0.0570 0.0542 

4層 709 843 0.0500 0.0457 

3層 968 1114 0.0443 0.0394 

2層 1272 1329 0.0397 0.0350 

1層 1296 1498 0.0354 0.0313 
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2.3.3 ベースシア係数法 

本設計用地震力は振動モード解析による応答スペクトル法で計算したが、参考として、

ベースシア係数法を紹介する。 

高さが 40ｍを超えず、せん断変形が支配的で、かつ質量および剛性の高さ方向に沿った

分布が比較的均一である構造に対しては、簡便なベースシア係数法を採用することができ

る。設計用地震力は、以下の条件に基づき確定しなければならない。 

 

 

 

FEK＝0.85α1Geq ...................................................... （4） 

Fi = GiHi
∑ GjHjn
j=1

FEK�1−δn�  (i = 1、2 •••ｎ)   ... （5）  

ΔFn＝δnFEK ........................................................... （6） 

 

ここで、 

FEK：一層の設計層せん断力である。 

α1：一次固有周期に対応する設計用ベースシア係数で 

  あり、設計用ベースシア係数曲線に基づき定めなけ 

 ればならない。 

Geq：建物総重量である。 

Fi：質点 iの設計水平地震力である。 

ｎ：建物の全層の数である。 

Gi、Gj： 質点 i、jの重量である。 

Hi、Hj：質点 i、j の高さである。 

δn：最上層部に付加する地震作用係数である。表 2.7に基づき定めなければならない。 

ΔFn：最上層部に付加する水平地震力である。 

 

表 2.7  最上層部に付加する地震作用係数（δn） 

Ｔｇ（秒） Ｔ１>1.4Ｔｇの場合 Ｔ1≤1.4Ｔｇの場合 

Ｔｇ≤0.35  0.08Ｔ１+0.07 

0.0 0.35<Ｔｇ≤0.55  0.08Ｔ１+0.01 

Ｔｇ>0.55 0.08Ｔ１+0.02 

注：Ｔ１は建物の一次固有周期である。Ｔｇは基盤特性周期である。 

 

 

 

Fn+ΔFn 

FEK 

Fi 

Gn 

Gi 

Gj 

H
j  H

i  
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2.4 一般制限規定 

2.4.1 設計層せん断力（設計ベースシア係数）の確認 

耐震基準では設計ベースシア係数を 0.2αmaxより大きくしなければならないとしている。

本設計では、長辺方向設計ベースシア係数 0.0354、短辺方向設計ベースシア係数 0.0313と

もに、0.2αmax＝0.016より大きく、規定を満足している。 

 

2.4.2 断面耐力確認 

構造部材の断面計算は、次の設計式によらなければならない。 

S≤R/γRE  .................................................................... （7） 

ここで、 

S：構造部材の設計応力である。次の公式によらなければならない。 

    S＝η（γＧSＧＥ+γＥSＥｋ）.................................................... （8） 

η:応力割増係数である。応力割増係数は、梁降伏先行とせん断破壊に対する曲げ破

壊の先行を考慮した係数である。具体的には、本設計耐震等級 3 級の場合以下

である。 

梁：曲げ応力割増係数 1.0  せん断応力割増係数 1.1 

柱：曲げ応力割増係数 1.3  せん断応力割増係数 1.56 

また、参考として耐震等級 2級の場合を以下に示す。 

梁：曲げ応力割増係数 1.0  せん断応力割増係数 1.2 

柱：曲げ応力割増係数 1.5  せん断応力割増係数 1.95  

（剛性が一番弱い層に柱・梁の応力割増係数をさらに1.15倍すること） 

γＧ:重量（長期荷重）に関する荷重係数である。通常は 1.2とする。 

SＧＥ:長期荷重による応力である。 

γＥ:水平地震力の作用に関する荷重係数である。1.3とする。 

SＥｋ:水平地震力による応力である。 

R：構造部材の耐力である。材料の設計値で計算する。計算公式による結果は、同一の材料 

強度を用いる限り日本とほぼ同じである。 

γRE：構造部材の耐力調整係数で、本設計では梁・柱曲げ耐力調整係数は 0.75、梁・柱せん

断耐力調整係数は 0.85である。 

(1)、（2）式を下のように変換して、梁・柱の曲げに対する、本設計での実際上の設計応

力を左辺に示す。 

                γREη（γＧSＧＥ+γＥSＥｋ）≤R  .................................................. （9） 

梁の曲げに対しては、γRE＝0.75、η=1.0、γＧ＝1.2、γＥ＝1.3であるので、（9）式は下と

なる。 

             0.9SＧＥ+0.975SＥｋ≤R  ...................................................... （10） 
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また、柱の曲げに対しては、γRE＝0.75、η=1.3、γＧ＝1.2、γＥ＝1であるので、（9）式は

下となる。 

             1.17SＧＥ+1.27SＥｋ≤R  ...................................................... （11） 

このように実際上の梁の設計曲げモーメントはSＧＥ+SＥｋと大きくは変わらないが、柱の設

計曲げモーメントはSＧＥ+SＥｋに対して約1.2倍大きくしていることが分かる。 

 

2.4.3 層間変形確認 

１）小地震弾性計算の場合 

小地震弾性計算の場合は表 2.8 に示した層間変形角限界値を超えてはならない。本設計

例では層間変形角の最大値は 1/1200であり、1/550を超えなかったので、満足している。 

 

２）大地震弾塑性計算の場合 

大地震弾塑性計算の場合は表 2.9 に示した層間変形角限界値を超えてはならない。本設計

では大地震弾塑性計算を行わないが、参考として示した。 

 

 

 

 

 

表 2.8 弾性層間変形角の限界値［θｅ］ 

 
構造形式 ［θｅ］ 

鉄筋コンクリート造 

純ラーメン構造 1/550 

フレーム耐震壁、スラブ・柱・耐震壁、コアチ

ューブフレーム構造 
1/800 

耐震壁、ダブルチューブ構造 1/1000 

フレーム支持構造 1/1000 

表 2.9 弾塑性層間変形角の限界値［θｐ］ 

 
構造形式 ［θｐ］ 

鉄筋コンクリート造 

単層の柱による架構 1/30 

純ラーメン構造 1/50 

低層部ラーメン組積造のラーメン架構・耐震壁

部分 
1/100 

フレーム耐震壁、スラブ・柱・耐震壁、コアチ

ューブフレーム構造 
1/100 

耐震壁、ダブルチューブ構造 1/120 
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2.4.4 その他の構造規定 

耐震等級 3の場合について、その他の構造規定を以下に示す。 

１）梁の配筋規定 

1.上端下端とも 2-D12 以上とし、梁端部の引張鉄筋比は 2.5%以下とする。また下端配筋

量は上端配筋量の 0.3 倍以上とする。 

2.梁端部におけるあばら筋最大間隔は（梁断面高さの1/4、主筋最小径の8倍、100mm）の

うち最小値とする。また、あばら筋はD8以上とする。 

２）柱の配筋規定 

1.主筋の主筋比は中柱および側柱では0.7％以上、隅柱では0.8％以上とするが、5％以下

とする。また辺側鉄筋比は0.2％以上とする。 

2.柱端部におけるフープ筋最大間隔は（主筋最小径の8倍、150mm）のうち最小値とする。

ただし、最下層柱脚は100mm以下とする。フープ筋はD8以上とする。 

３）柱の軸圧比制限 

 1.軸圧比は 0.85以下とする。なおこの制限が緩いので日本と比べて断面サイズが小さく

て済む。 
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3.1 建物概要 

 本建物の場所は中国河南省信陽市である。建物は鉄筋コンクリート 5階（地下なし、屋

上ベントハウス）建ての純ラーメン構造である。建物高さは 1階では 4.65mで他では 3.6m

である。平面形状は工字形であり、平面上下が耐震スリットにより分離されているので（図

3.1）、今回は下部の半分を解析モデルにした。平面形状は長辺方向 10スパン、短辺方向 5

スパンである。柱サイズは 45×45cm 角、40×40cm 角が多く、梁サイズは 30×60cm、30
×70cm が多い。スラブ厚さは 100mm である。解析用平面図を図 3.2(a)、図 3.2(b)、図

3.2(c)、図 3.2(d)に示す。また断面図を図 3.3に示す。 

 

 
 
 
 
 

図 3.1 平面図 
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図 3.2(a) 1層平面図 

図 3.2(b) 2、3、4層平面図 
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図 3.2(c) 5層平面図 

図 3.2(d) R層平面図 
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図 3.3 1-1断面図 

    本研究では、一層梁と定義する 
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3.2 設計概要 

設計時に重要な内容を再録すると、地震烈度：7 度、耐震等級：3 級、基盤特性周期：0.35s、
設計ルート：ルート 1、設計用ベースシア係数の最大値αmax：0.08、設計ベースシア係数:
長辺方向 0.0354、短辺方向 0.313、である。なお、建物全重量(固定荷重＋積載荷重)は
42249KN、各層重量は平均で 14KN/m2である。本設計では、柱、梁の断面寸法と配筋を全

層まったく同じとした。 
 

3.3 柱・梁断面と鉄筋比 

すべての柱・梁断面を付録 1に示す。最も多い柱、梁の断面・鉄筋比をそれぞれ表 3.1、

表 3.2に示す。C1柱の主筋比 Pg は配筋規定の最小値 0.8％で決まっている。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 3.1 柱断面と鉄筋比 

柱記号 C1 C2 

断面 450×450 400×400 

位置 全断面 全断面 

 1階～R階 

 
 

主筋 8-D16 8-D16 

帯筋 
端部：田-D8＠100 

中央：田-D8＠150 

端部：田-D8＠100 

中部：田-D8＠150 

主筋比 Pg 0.80％ 1.00％ 

せん断補強筋比 Pｗ 0.35％ 0.38％ 
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表 3.2 梁断面と鉄筋比 

梁記号 G3 G18 

断面 ｂ×D 300×700 300×600 

位置 端部 中央 端部 中央 

 1層～R層 

  

 

 

配筋 

上端 4-D20 2-D20 3-D20 2-D20 

下端 3‐D22 3‐D22 2‐D22 2‐D22 

あばら筋 2-D8＠100 2-D8＠150 2-D8＠100 2-D8＠150 

腹筋 2-D10 2-D10 

引張鉄筋比 Pt 
端部上端 0.63％  

中央下端 0.58％ 

端部上端 0.56％  

中央下端 0.45％ 

せん断補強筋比 Pｗ 端部 0.33％、中央 0.22％ 端部 0.33％、中央 0.22％ 
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3.4 使用材料 

1）コンクリート 

コンクリート等級：C30（150mm の立方体強度で Fcu＝30N/mm2、Fcu については後述する。） 

設計強度：14.3N/mm2 

コンクリート単位容積重量：25KN/m3 

ヤング係数 Ec：30000N/mm2 

 

2）鉄筋  

鉄筋種類：HRB400、HPB300 

HRB400：設計降伏強度 360 N/mm2（標準降伏強度 400 N/mm2）、 

    ヤング係数 Ec=200000N/mm2 

HPB300：設計降伏強度 270 N/mm2（標準降伏強度 300 N/mm2）、 

    ヤング係数 Ec=210000N/mm2  

鉄筋単位容積重量：78 KN/m3 

梁主筋： HRB400で、D14、D20、D22 

柱主筋： HRB400で、D16、D20 

あばら筋/帯筋： HPB300で、D8  

スラブ筋：HRB400で、D10 
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4.1 静的弾塑性解析 

長辺方向と短辺方向について、それぞれ立体（３次元）静的弾塑性解析を行った。 

 
4.1.1 部材モデル 

柱、梁は端部に剛域を有する線材に置換し、危険断面位置を柱梁フェイスとした。 
１）梁のモデル化 

梁には曲げ変形およびせん断変形を考慮し、材端ばねモデルで表した。図 4.1 に梁部材

のばねモデルを示す。曲げひび割れ強度、曲げ終局強度、曲げ剛性低下率、せん断終局強

度は技術基準解説書に基づいて算定した。せん断ひび割れは考慮せず、せん断および曲げ

降伏後の剛性低下率は初期剛性に対して 1/1000とした。曲げ終局強度には梁片側 1m のス

ラブ有効幅を考慮した。梁曲げ剛性には付帯スラブによる剛性増大率として 1.5～2を考慮

した。結果的には梁にせん断破壊は生じなった。 

 

 

２）柱のモデル化 

柱には曲げ変形とせん断変形を考慮し、曲げに対しては軸力変動を考慮したモーメン

ト・軸力相関モデルを用いた。曲げひび割れ強度、曲げ終局強度、曲げ剛性低下率、せん

断終局強度は技術基準解説書に基づいて算定した。せん断ひび割れは考慮せず、せん断お

よび曲げ降伏後の剛性低下率は初期剛性に対して 1/1000 とした。結果的には柱にせん断破

壊は生じなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1 梁部材-ばねモデル 
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.1.2 解析条件 
１）コンクリート強度の換算 

中国ではコンクリートは、C15～C80のような等級で分けている。 

本設計では強度等級 C30 （Fcu＝30N/mm2）のコンクリートを用いている。中国のコンクリー

ト強度等級は、日本と違って辺長 150mmの立方体の圧縮試験で得られた強度である。 

中国のコンクリートの強度等級を日本のコンクリート基準強度に換算するためには、立

方体から円柱体への強度の換算が必要であり（図 4.2）、ここでは、三浦尚著：土木材料学

（改訂版），コロナ社文献を参考して次の換算式を用いた。 

              Fc= 0.75×Fcu .................................. （6） 

（Fc：日本のコンクリート基準強度、Fcu：中国コンクリートの強度等級） 

 

 

 

中国のコンクリート強度 C30は日本の Fc22.5に相当した。またコンクリートのヤング係

数、せん断弾性係数は日本の基準式により算定した。コンクリート強度を設計では 14.3 

N/mm2としているのに対して、解析では 22.5 N/mm2としていることに留意する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2 立方体から円柱体への強度の換算イメージ図 
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２）鉄筋サイズの変換等 

解析ソフトには中国の鉄筋サイズ（D8、D14、D20）が無かったので、日本の鉄筋サイズ

を使うためにσy×Asが同一になるようにσyを変えて対処した。なお、主筋の降伏強度を設

計では 360 N/mm2としているのに対して、解析では 440 N/mm2としていることに留意する必

要がある。 

 

３）解析上の仮定 

各階で剛床を仮定し、階全体のねじれ変形を考慮した。最下層柱脚固定と仮定した。ま

た P-Δ効果は無視した。 

 

４）地震力分布 

地震力分布には中国の地震力分布を用いた。中国の水平地震力(外力)分布を図 4.3に示

す。水平地震力(外力)分布は一層の外力を 1に基準化したものである。 

また、長期荷重による応力を初期応力として考慮した。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0 1 2 3 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

長辺方向水平地震力(外力)分布 

層
数
 

0 1 2 3 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

短辺方向水平地震力(外力)分布 

層
数
 

図 4.3 中国の水平地震力(外力)分布 
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4.1.3 解析結果と考察 

１）解析結果 
長辺方向は 1層メカニズムとなり、短辺方向は 1層～3層の連層メカニズムとなった。崩

壊形式は曲げ破壊だと考えられます。メカニズムまでの層せん断力と層間変形関係を図 4.4

に示す。また、メカニズム時のヒンジ図（一部だけ示したが、他も同じメカニズムであっ

たことを確認している。全てのメカニズム時ヒンジ図を付録 2 に示す）とそのときの荷重

と変形を図 4.5と表 4.1に示す。 
 

 

 

 
 
 

層間変形(mm)

50 100 150

層せん断力(kN)

1500

3000

4500

R

5層

4層

3層

2層

1層

長辺方向

層間変形(mm)

50 100 150 200

層せん断力(kN)

1000

2000

3000

R

5層

4層

3層

2層

1層

短辺方向

図 4.4 層せん断力-層間変形 

×：メカニズム 

ベースシア係数＝0.13 

 

×：メカニズム 

ベースシア係数＝0.10 
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最後ヒンジ 

長辺方向（1 層メカニズム） 

Y6通り Y5通り 

加力方向 

X8通り X7通り 

短辺方向（1～3 層連層メカニズム） 

加力方向 

最後ヒンジ 

図 4.5 メカニズム時ヒンジ図（ ：曲げヒンジ） 

 ） 
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表 4.1 メカニズム時の荷重と変形 

長辺方向 

層 せん断力(KN) せん断力係数 層間変形(mm) 層間変形角  

R 190 0.31 5.9 1/607 

5 1706 0.21 8.9 1/404 

4 2941 0.18 17.1 1/210 

3 3887 0.16 30.2 1/119  

2 4637 0.14  60.3 1/60 

1 5227 0.13  157.5 1/30  

短辺方向 

層 せん断力(KN) せん断力係数 層間変形(mm) 層間変形角 

R 165 0.27 7.6 1/474 

5 1397 0.18 19.1 1/188 

4 2314 0.14 55.9 1/64 

3 2979 0.12 118.4 1/30 

2 3522 0.11 156.7 1/23 

1 3979 0.10 219.3 1/21 
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２）考察 
図 4.4層せん断力と層間変形関係を見ると、1層の剛性が他の層より低いことが分かりま

す。これは、1層から最上層まで断面と配筋がまったく同じして、一層の柱の高さが他の層

より高いことが理由だと考えられます。R層はペントハウス効果である。 

 メカニズム時の層間変形角は長辺方向：1/30、短辺方向：1/22 であり、ものすごい変形

をしたことが分かる。実際はメカニズム時の前、層間変形角 1/100（層間変形 50mm）のと

ころにもう既にヒンジがたくさんできて、1/1000勾配に上昇し、（1/1000×100＝1/10） 

部材強度が約 1割高くなったと考えられます。図 4.6に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
長辺方向は 1 層メカニズムとなり、短辺方向は 1 層～3 の連層メカニズムとなった原因を

探るために、長辺方向 Y2 フレーム、短辺方向 X5 フレームについて曲げ耐力と設計値の比

を調べた。設計値は SＧＥ+SＥｋとして求めた。曲げ耐力と設計値の比の平均値を表 4.2
に示す。 

 
 
 
 
 

100mm 

層間変形角 1/100 

 
層間変形 

部
材
強
度

 

50mm 150mm 

1/1000×100＝1/10 
勾配 1/1000 

図 4.6 保有耐力が約 1割高くなったイメージ図 
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表 4.2 曲げ耐力と設計値の比 

長辺方向 Y2フレーム 

柱 曲げ耐力/設計値  梁 曲げ耐力/設計値 

5層柱 7.41  5層梁 2.97 

4層柱 5.58  4層梁 2.78 

3層柱 4.92  3層梁 2.63 

2層柱 4.73  2層梁 2.51 

1層柱 3.18  1層梁 2.43 

短辺方向 X5フレーム 

柱 曲げ耐力/設計値  梁 曲げ耐力/設計値 

R層柱 6.13  R層梁 9.6 

5層柱 9.71  5層梁 5.61 

4層柱 6.33  4層梁 4.18 

3層柱 5.82  3層梁 3.17 

2層柱 5.26  2層梁 2.61 

1層柱 3.34  1層梁 2.31 

 
 
柱・梁の曲げ耐力と設計値の比が上層に行くほど大きく(強く)なるのは全層で断面と配

筋を同じとしたからであり、また同じ理由から、下層階でのメカニズム、具体的には長辺

方向は 1層メカニズム、短辺方向は 1層～3層の連層メカニズムとなった、と考えられる。 

 
長辺方向のメカニズム時ベースシア係数は、設計ベースシア係数 0.0354 に対して 0.13、

短辺方向のメカニズム時ベースシア係数は設計ベースシア係数 0.0313に対して 0.10であ

り、設計値に対して保有水平耐力は 3倍以上になっている。長辺方向は 1層メカニズムで

あるので保有水平耐力は 1層柱の耐力で決まる(図 4.7)。1層柱の曲げ耐力が設計値の約 3

倍であったこと（表 4.2上）が保有耐力上昇の理由である。 

一方、短辺方向は 1層～3層の連層メカニズムであるので保有水平耐力は 1層、2層の梁

と 1層、3層の柱耐力で決まる(図 4.8)。1層、2層の梁曲げ耐力が設計値の平均 2.5倍、1

層、3層柱の曲げ耐力が設計値の平均 4.6倍になっていること（表 4.2下）が保有耐力上昇

の理由である。 
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図 4.7 長辺方向-1層メカニズムイメージ図 

図 4.8 短辺方向-1～3層連層メカニズムイメージ図 

外力 

外力 

外力仕事＝内力仕事 

外力×水平変形量＝曲げ耐力×回転角 
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設計値に対して実際の強度が高かったのであるが、その理由としては、以下に示す。 

 
１）短辺方向については断面と配筋を全階同一としたことなどが考えられる。 
２）設計用コンクリート強度 14.3N/mm2に対して、解析では 22.5 N/mm2とっていること、

設計用鉄筋強度 360 N/mm2に対して、解析では 440N/mm2高くとっていることが考え

られる。（1.3 倍） 
３）柱の主筋配筋が最小値規定（Pg=0.8%）で配筋が決まったところがあることなどが考

えられる。 
４）剛性が一番弱い層に応力割増係数を 1.15 倍する規定があることから、本建物の剛性が

一番弱い一層の柱・梁に応力割増係数 1.15 倍したことが考えられます。（1.15 倍） 
５）メカニズム時の層間変形角は長辺方向：1/30、短辺方向：1/22 であり、ものすごい変

形をしたことで、実際はメカニズム時の前、層間変形角 1/100（層間変形 50mm）のと

ころにもう既にヒンジがたくさんできて、1/1000勾配に上昇し、（1/1000×100＝1/10） 

部材強度が約 1割高くなったことが考えられる。（1.1倍） 

６）長辺方向では、第 2 章 2.4.2 節の（11）式に示したように柱の実際上の設計用曲げモー

メントが設計値（SＧＥ+SＥｋ）の約 1.2 倍であったことなどが考えられる。（1.2 倍） 
７）柱・梁の配筋を設計値より少し余裕もって配筋したことなどが考えられる。 
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4.1.4 日中地震力分布比較  

本建物について日本耐震基準と中国耐震基準による地震力（外力）分布を比較した。本

建物についての日本と中国の地震力(外力)分布を図 4.9に示す。水平地震力(外力)分布は一

層の外力を 1 に基準化したものである。図 4.9に示すように日本と中国の地震力分布は大

体同じなので、日本の Ai 分布により地震力分布を用いて静的弾塑性解析結果が中国の地震

力分布による解析結果と同じになった。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.9 日本と中国の地震力（外力）分布 
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4.2 動的弾塑性解析 

長辺方向と短辺方向について、それぞれ立体（３次元）動的弾塑性解析を行った。 

 

4.2.1 部材復元力特性 

梁の曲げバネには武田モデルを用い、除荷剛性低下指数は 0.4とした。柱の曲げバネに

はモーメント・軸力相関モデルを用いて、軸力変動を考慮した。柱・梁のせん断バネはト

リリニアの原点指向型モデルとした。武田モデルと原点指向型モデルをそれぞれ図 4.10、

図 4.11に示す。 

 

 
 

 
 

 
 
 
 
 

図 4.10 武田モデル 

図 4.11 原点指向型モデル 
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4.2.2 入力地震動 

入力地震動として、1940年観測したELCENTRO NS波（ELC NS）、1978年宮城県沖地震

における東北大学NS波(TOH NS)、1968年十勝沖地震における八戸港EW波（HAC EW）の三

つを用いた。応答加速度スペクトル、地震加速度の時刻歴をそれぞれ図4.12、図4.13

に示す。解析では、原記録を最大速度50cm/sに基準化した地震動を使用した。最大速度

50cm/sの場合の最大加速度、増幅倍率を表4.3に示す。なお、本解析では、P-Δ効果を

考慮してなかった。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 4.3 入力地震波諸元 

地震波 観測年 
最大加速度  

（gal） 

最大速度

(kine) 

50kine 基準の時

の最大加速度

(gal) 

増幅倍率 

ELC NS 1940 341.7 33.5 510.76 1.495 

TOH NS 1978 258.23 36.2 356.67 1.381 

HAC EW 1968 180.23 37.8 238.40 1.323 

0 
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応
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加
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（
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/ｓ
2 ）

 

固有周期（ｓ） 

ELC NS 

HOH NS 

HAC EW 

図 4.12 加速度応答スペクトル（減衰定数ｈ＝3％） 
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図 4.13 入力地震動の加速度時刻歴（原記録） 
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4.2.3 数値解析手法および減衰 
地震応答解析の際の数値積分には、Newmarkβ法のうちの平均加速度法（β＝1/4）を用

いた。計算時間間隔は 0.004 秒とし、終了時間を 30秒とした。減衰は初期剛性比例型とし、

減衰定数はｈ＝0.03 とした。また、長期荷重による応力を初期応力として考慮した。 

 

4.2.4 解析結果と考察 
１）解析結果 

動的解析を行った結果について、最大層せん断力係数、最大層間変形角を図 4.14に示す。 

長辺方向の層間変位と時刻歴を図 4.15に示す。HAC波による長辺方向 1層層せん断力と層

間変形関係を図 4.16に示す。また短辺方向 1.2.3層の層せん断力と層間変形関係をそれぞ

れ図 4.17(a)、図 4.17(b)、図 4.17(c)に示す。メカニズムヒンジ図を確認した結果、せん

断破壊は起こっていなかった。破壊形式は曲げ破壊だと考えられる。 
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図 4.14 最大層せん断力、最大層間変形角 
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１）考察 

最大層せん断力係数は ELC波に対して長辺方向：0.12、短辺方向：0.094、TOH波に対し

て長辺方向：0.12、短辺方向：0.095、HAC波に対して長辺方向：0.13、短辺方向：0.095

になった。静的弾塑性解析結果（長辺方向 0.13、短辺方向 0.10）とほぼ同じであり、どの

地震動でもメカニズムに達していることがわかる。最大層間変形角は ELC波に対して 1/53、

TOH 波に対して 1/48 で、HAC波に対して 1/31であり、二つの地震波（TOH波、HAC波）に

対して 1/50 を越えた。長辺方向の層間変位時刻歴を見ると、1層変形が卓越している。動

的解析の結果は静的解析の結果と基本的に同じであり、長辺方向では 1層メカニズム、短

辺方向では 1～3層連層メカニズムが形成されていた。 
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第 5 章 結論 
 

5.1 結論 

本研究では実際に中国の耐震基準法に設計された建物を日本の耐震基準法による耐震安

全性の評価について述べた。以下にまとめを記す。 
 

１）中国耐震基準法の断面設計は荷重係数、応力割増係数、耐力調整係数などがたくさん

あって、非常に分かりにくいものとなっている。 
２）中国における設計地震力について、応答スペクトル法で定めているが、地震烈度 7度

の場合、設計ベースシア係数が約 0.035であり、日本の設計ベースシア係数 0.2に比

べて非常に小さいものであった。また、柱の軸圧比の制限値が大きいため（0.85）、柱

の断面サイズが小さくて済むことがわかった。 

３）本設計では柱、梁を 1層から最上層まで断面寸法と配筋をまったく同じものにした結

果、上層に行くほど曲げ耐力と設計用曲げモーメントの比が大きくなった（強くなっ

た）。その結果として下層階でのメカニズム、具体的には長辺方向は 1層メカニズム、

短辺方向は 1層～3層の連層メカニズムとなった。 

４）日本と中国の地震力分布について比較した結果、あまり変わらないことが分かった。 

５）中国の耐震基準法では設計用地震力が小さいため、日本でのレベル 2の地震動に対し

て層間変形角が 1/100 に収まらず、1/50 をも越えてしまった。 
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 付録 2 7度メカニズム時ヒンジ図  

 

 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

Y1 通り Y2 通り Y3 通り 

Y4 通り Y5 通り Y6 通り 

X1 通り X2 通り X3 通り X4 通り X5 通り X6 通り 

X7 通り X8 通り X9 通り X10 通り X11 通り 

長辺方向（ ：曲げヒンジ） 

短辺方向（ ：曲げヒンジ） 
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3. 8度設計例・解析結果と考察  

本論の建物と全く同じ意匠図を用いて、8度設計した例について簡単に紹介します。 

部材モデル、解析条件は本論解析と同じである。 

 

3.1 設計概要 

地震烈度：8度、耐震等級：2級、基盤特性周期：0.35s、設計ルート：ルート 1、設計用

ベースシア係数の最大値αmax：0.16、設計ベースシア係数:長辺方向 0.0781、短辺方向0.0703、

である。8度設計地震力は 7度設計地震力の約 2倍になったことが分かる。 

柱、梁の断面寸法は 1階から R階まで同じで、配筋は上層に行くほど、少し減る。材料強

度は 7度設計例と同じである。 

 
3.2 柱・梁断面と鉄筋比 

最も多い柱、梁の断面・鉄筋比をそれぞれ表 3.1、表 3.2に示す。 

 

 
 
 
 
 
 

表 3.1 柱断面と鉄筋比 

柱記号 C1 C2 

断面 600×600 450×450 

位置 全断面 全断面 

 1階 

 

 

主筋 20-D25 10-D25 

帯筋 
端部：田-D10＠100 

中央：田-D10＠150 

端部：田-D10＠100 

中部：田-D10＠150 

主筋比 Pg 2.73％ 2.42％ 

せん断補強筋比 Pｗ 0.52％ 長辺方向 0.70％短辺方向 0.52％ 
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表 3.2 梁断面と鉄筋比 

梁記号 G10 G28 

断面 ｂ×D 300×700 300×600 

位置 端部 中央 端部 中央 

 1層 

 

 

 

 

配筋 

上端 5-D22 2-D22 10-D18 10-D18 

下端 3-D22 3-D22 6-D20 6-D20 

あばら筋 2-D10＠100 2-D10＠150 2-D10＠100 2-D10＠150 

腹筋 2-D10 2-D10 

引張鉄筋比 Pt 
端部上端 0.96％  

中央下端 0.58％ 

端部上端 1.51％  

中央下端 1.12％ 

せん断補強筋比 Pｗ 端部 0.52％、中央 0.35％ 端部 0.52％、中央 0.35％ 
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3.3 静的解析結果と考察 

長辺方向は 1～3 層連層メカニズムとなり、短辺方向は 1～4 層の連層メカニズムとなっ

た。崩壊形式は部分せん断破壊と曲げ破壊だと考えられます。メカニズムまでの層せん断

力と層間変形関係を図 3.1 に示す。また、メカニズム時のヒンジ図（一部だけ示したが、

他も同じメカニズムであったことを確認している）とそのときの荷重と変形を図 3.2 と表

3.3 に示す。 
 

              

 
 
 

層間変形(mm)

50 100 150 200 250 300

層せん断力(kN)

2000

4000

6000

R

5層

4層

3層

2層

1層

短辺方向

層間変形(mm)

50 100 150 200

層せん断力(kN)

2000

4000

6000

8000

R

5層

4層

3層

2層

1層

長辺方向

図 3.1 層せん断力-層間変形 

×：メカニズム 

ベースシア係数＝0.22 

 

×：メカニズム 

ベースシア係数＝0.19 
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長辺方向（1～3 層連層メカニズム） 

最後ヒンジ 

Y6通り Y5通り 

加力方向 

X8通り X7通り 

短辺方向（1～4 層連層メカニズム） 

加力方向 

最後ヒンジ 

図 3.2 メカニズム時ヒンジ図（ ：曲げヒンジ  ：せん断ヒンジ） 

 ） 
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長辺方向のメカニズム時ベースシア係数は、設計ベースシア係数 0.0781 に対して 0.22、

短辺方向のメカニズム時ベースシア係数は設計ベースシア係数 0.0703 に対して 0.19 であ

り、設計値に対して保有水平耐力は約 3倍になっている。 

短辺方向の解析結果では、短いスパンの梁にせん断ヒンジがたくさんできた。補強筋 D10

が足りないことが考えられる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 3.3 メカニズム時の荷重と変形 

長辺方向 

層 せん断力(KN) せん断力係数 層間変形(mm) 層間変形角  

R 336.0 0.58 16.0 1/225 

5 2904.1 0.37 16.2 1/222 

4 5109.6 0.32 39.6 1/91 

3 6782.5 0.28 115.2 1/31  

2 8094.5 0.25 152.1 1/24 

1 9031.3 0.22 212.9 1/22  

短辺方向 

層 せん断力(KN) せん断力係数 層間変形(mm) 層間変形角 

R 356.5 0.62 37.3 1/97 

5 2688.2 0.35 88.0 1/41 

4 4520.9 0.28 192.9 1/19 

3 5851.5 0.24 237.8 1/15 

2 6924.2 0.21 253.9 1/14 

1 7720.3 0.19 311.1 1/15 
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2.4 動的解析結果と考察 

動的解析を行った結果について、最大層せん断力係数、最大層間変形角を図 3.3に示す。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

層せん断力係数

0.1 0.2 0.3

層

F2

F3

F4

F5

F6

F7

ELC

○ 長辺方向
□ 短辺方向

層せん断力係数

0.1 0.2 0.3 0.4

層

F2

F3

F4

F5

F6

F7

TOH

○ 長辺方向
□ 短辺方向

層せん断力係数

0.1 0.2 0.3

層

F2

F3

F4

F5

F6

F7

HAC

○ 長辺方向
□ 短辺方向

層間変形角

1/400 1/200 1/133 1/100 1/80

層

F2

F3

F4

F5

F6

F7

ELC

○ 長辺方向
□ 短辺方向

層間変形角

1/200 1/100 1/66

層

F2

F3

F4

F5

F6

F7

TOH

○ 長辺方向
□ 短辺方向

層間変形角

1/200 1/100 1/66

層

F2

F3

F4

F5

F6

F7

HAC

○ 長辺方向
□ 短辺方向

図 3.3 最大層せん断力、最大層間変形角 
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最大層せん断力係数は ELC波に対して長辺方向：0.19、短辺方向：0.15、TOH波に対して

長辺方向：0.22、短辺方向：0.17、HAC波に対して長辺方向：0.21、短辺方向：0.17 にな

った。最大層間変形角は ELC 波に対して 1/74、TOH 波に対して 1/55で、HAC波に対して 1/57

であり、三つの地震波（ELC波、TOH波、HAC波）に対して 1/50は越えなかった。 

 7 度設計例の解析結果では、最大層間変形角は ELC波に対して 1/53、TOH 波に対して 1/48

で、HAC波に対して 1/31であり、二つの地震波（TOH波、HAC波）に対して 1/50 を越えた。 

 以上より、8度設計例の耐震安全性が7度設計例よりもっと高いことが分かる。なぜなら、

8度の設計地震力が 7度の設計地震力の 2倍だからである。 
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付録 4 梗概  

 

 

 

 

 

 

 

1. はじめに 

2008 年 5月 12 日、中国中西部の四川省汶川県で大規模な地震「汶

川地震」（通称、四川大地震）が起きた。地震の規模はマグニチュー

ド 7.9～8.0である。中国政府の発表では死者 6 万 9207 人、負傷者

37 万 4468人、行方不明者 1万 8194 人となっている。五年後の 2013

年 4 月 20日、四川省雅安市でマグニチュード 7.0 の大地震「雅安地

震」が起き、死者と行方不明者あわせて 200名を超えたと伝えられ

ている。後者の被害のほとんどが建物の倒壊によるものであり、そ

の中には 2008 年の四川大地震後に建てられた建物も含まれていた。

2008 年の大地震で大きな被害を出した四川省ではその後耐震基準

が見直されたのであるが、まだ十分ではなかったと批判の声が上が

っている。 

一方、2011 年 3 月 11 日日本で起きたマグニチュード 9.0 の東北

地方太平洋沖地震でも多くの人が亡くなったが、その被害のほとん

どは津波によるものであり、建物の倒壊によるものではなかった。 

中国の「汶川地震」、「雅安地震」と日本の「東北地方太平洋沖地震」

による建物倒壊の被害に差が出たのは、想定される建物の使用年限

や構造材料の質の差もあるが、やはり「耐震基準の差」が一番大き

いと思われる。この差を明確にするために、実際に中国で設計され

た建物の耐震安全性を日本の耐震基準で評価することを試みた。 

 

2. 中国の耐震設計基準法 1）２） 

2.1 中国の耐震設計基準法基本概念 

2.1.1 地震烈度 

中国では地震の発生確率やその大きさが地域によって大きく異

なる。そのため、地震学の研究や近年の強震観測データ、地震災害

の経験から経済レベルを考慮しながら各地における耐震設計に用い

る地震力を定めるために、「地震烈度」の概念が生まれ、大きく 6

度、7 度、8 度、9 度に分けられている。本研究では「地震烈度」を

略して「烈度」と書く。烈度が大きいほど、設計地震力が大きくな

る。図 1 は主要都市の「地震烈度」分布を示す。本設計例（後述の

ように RC純ラーメン 5 階建物（屋上ベントハウス付き））の場所は

河南省信陽市なので、烈度 7 度である。 

2.1.2 耐震等級 

地域の「烈度」、建物の構造形式および高さによって、建物を耐

震等級 1、2、3、4 級に分け、耐震等級 4 から 1 の順に、後述のよう

に設計応力割増係数を大きくしている。表 1 は、RC 純ラーメン構造

の一般建物に対する、烈度、建物高さと耐震等級の関係を示す。本

設計例では、烈度 7、建物高さ 22.65m なので、耐震等級は 3である。

表中の特級については後述する。 

2.1.3 基盤種類、基盤特性周期（Tg） 

基盤種類は建設する場所での、測定された表層土の等価せん断波

速度及び土厚によって分類されている。基盤特性周期は基盤種類に

よって決まっている。本設計例では基盤種類Ⅱで、基盤特性周期（Tg）

は 0.35ｓとなっている。基盤特性周期は設計用ベースシア係数の計

算に使われる。 

2.2 中国の耐震設計の考え方と耐震設計ルート 

2.2.1 中国の耐震設計の考え方 

①小震不壊：小さな地震では、損傷しないことを目標として弾性設

計を行う。 

②中震可修：中規模の地震では、被害が補修可能な範囲に止まるこ

とを目標とする。設計方法としては、構造基準による検討のみで

特別な計算は行わない。 

③大震不倒：大地震の時には、建物が倒壊せず、建物内の人命の安

全を確保することを目標とする。弾塑性設計を行い、変形性能の

検討を行う。 

本設計例では①小震不壊を目的とした弾性設計だけを行った。 

2.2.2 中国の耐震設計ルート 

 図 2 に中国の耐震設計ルートを示す。表 1の耐震等級・特級は特

殊な設計方法であるルート 3 に当たる。本設計例はルート 1に当た

る。 

表 1 RC 純ラーメン構造に対する、烈度、高さと耐震等級の関係 

RC 

純ラーメン 

地震烈度 

6 度 7 度 8 度 9 度 

建物高さ（ｍ） ≦24 >24 ≦24 >24 ≦24 >24 ≦24 >24 

耐震等級 4 3 3 2 2 1 1 特級 

首都大学東京大学院建築学域 

平成26年度修士論文梗概 

中国の耐震基準により設計された RC純ラーメン建物の耐震性評価 

12886440 李 永根 

指導教員 芳村 学 

図 1 主要都市の「地震烈度」分布 

信陽（7） 
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前述のように、本設計例では小地震（再現期間 50 年）に対して 

弾性設計のみを行った。したがって本設計例では地震応答解析は行

わないが、参考としてルート 2 の地震応答解析に使用する地動加速

度最大値（大地震相当）を表 2 に示す。7 度の場合の大地震相当の 

加速度は 220gal であり、日本の地震動レベル 1 に近い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3 設計用地震力 

中国では設計用地震力の計算にはベースシア係数法、振動モード

解析による応答スペクトル法、時刻歴応答解析法、の三つの方法が

ある。ベースシア係数法、振動モード解析による応答スペクトル法

は弾性解析に適用する。本設計例では、振動モード解析による応答

スペクトル法で地震力を計算した。 

2.3.1 設計用ベースシア係数曲線 

各次の設計用ベースシア係数（α）は建物の固有周期で決まる。 

特別な方法によらない限り、建築構造の減衰定数は 0.05 としなけれ

ばならない。各次の設計用ベースシア係数の最大値（αmax）は表 3

に基づかなければならない。本設計 7度の場合αmaxは 0.08である。

設計用ベースシア係数曲線は以下の規定を満たさなければならない。 

図 3 に本設計用ベースシア係数曲線を示す。 

1）直線上昇域は周期 0.1 秒以下とする。 

2）0.1秒から基盤特性周期（Tg）までの範囲では、最大値（αmax） 

  を取らなければならない。 

3）曲線下降域は、基盤特性周期からその 5倍までの範囲とし、 

α=(Tg/T)0.9αmaxとしなければならない。 

4）直線下降域は、5 倍の基盤特性周期から 6 秒までの範囲とし、 

  α=0.235-0.02(T-5Tg)αmaxとしなければならない。                           

α：各次の設計用ベースシア係数  T ：建物の各次固有周期 

 

2.3.2 振動モード解析による応答スペクトル法 

建物の各次モードの固有周期、ベースシア係数、刺激係数を求め、 

各次モードによる層せん断力を合成して、設計用層せん断力を求め

る方法である。本設計例では 6 次モードまでの計算を行った。 

長辺方向一次モードによる層せん断力とモード合成した設計層せ

ん断力を表 4 に示す。また、長辺方向、短辺方向の設計層せん断力係

数も示す。合成した設計層せん断力は一次モードの影響が支配的であ

ることが分かる。長辺方向ベースシア係数は 0.0354、短辺方向ベー

スシア係数は 0.0313 である。純ラーメン構造ゆえに長辺方向と短辺

方向の固有周期がほぼ同じなので（1 次固有周期：長辺 0.928s、短辺

1.047ｓ）、長辺方向と短辺方向のベースシア係数はあまり変わらな

い。本設計例である 7 度のベースシア係数は日本の設計ベースシア係

数 0.2 に比べて非常に小さいことがわかる。 

表 4 長辺方向の一次モード層せん断力 

と設計層せん断力および両方向の設計層せん断力係数 

 長辺方向：一次モー

ド層せん断力（KN） 

長辺方向：設計層

せん断力（KN） 

長辺方向：設計層

せん断力係数 

短辺方向：設計層せ

ん断力係数 

R 層 34 54 0.0711 0.0715 

5 層 365 489 0.0570 0.0542 

4 層 709 843 0.0500 0.0457 

3 層 968 1114 0.0443 0.0394 

2 層 1272 1329 0.0397 0.0350 

1 層 1296 1498 0.0354 0.0313 

2.4 一般制限規定 

2.4.1 設計層せん断力（設計ベースシア係数）の確認 

耐震基準では設計ベースシア係数を 0.2αmaxより大きくしなけれ

ばならないとしている。本設計では、長辺方向設計ベースシア係数

0.0354、短辺方向設計ベースシア係数 0.0313 ともに、0.2αmax＝

0.016 より大きく、規定を満足している。 

2.4.2 断面耐力確認 

構造部材の断面計算は、次の設計式によらなければならない。 

            S≤R/γRE  ...................... （1） 

ここで、 

表 2 地震応答解析に使用する地動加速度最大値(cm/s2) 

烈度 6 度 7 度 8 度 9 度 

大地震 

（再現期間 1600～2500 年） 
125 220 400 620 

表 3 設計用ベースシア係数の最大値αmax 

烈度 6 度 7 度 8 度 9 度 

αmax 0.04 0.08 0.16 0.32 
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図 2 中国の耐震設計ルート 
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S：構造部材の設計応力である。次の公式によらなければならな

い。 

S＝η（γＧSＧＥ+γＥSＥｋ） ............. （2） 

η：応力割増係数である。応力割増係数は、梁降伏先行とせん断

破壊に対する曲げ破壊の先行を考慮した係数である。具体的

には、本設計耐震等級 3 級の場合以下である。 

梁：曲げ応力割増係数 1.0  せん断応力割増係数 1.1 

柱：曲げ応力割増係数 1.3  せん断応力割増係数 1.56 

また、参考として耐震等級 2 級の場合を以下に示す。 

梁：曲げ応力割増係数 1.0  せん断応力割増係数 1.2 

柱：曲げ応力割増係数 1.5  せん断応力割増係数 1.95  

γＧ：重量（長期荷重）に関する荷重係数である。通常は 1.2 と

する。 

SＧＥ：長期荷重による応力である。 

γＥ：水平地震力の作用に関する荷重係数である。1.3 とする。 

SＥｋ：水平地震力による応力である。 

R：構造部材の耐力である。材料の設計値で計算する。計算公式によ 

る結果は、同一の材料強度を用いる限り日本とほぼ同じである。 

γRE：構造部材の耐力調整係数で、本設計では梁・柱曲げ耐力調整

係数は 0.75、梁・柱せん断耐力調整係数は 0.85 である。 

(1)、（2）式を下のように変換して、梁・柱の曲げに対する、本

設計での実際上の設計応力を左辺に示す。 

       γ REη（γＧSＧＥ+γＥSＥｋ）≤R  ............. （3） 

梁の曲げに対しては、γRE＝0.75、η=1.0、γＧ＝1.2、γＥ＝1.3

であるので、（3）式は下となる。 

         0.9SＧＥ+0.975SＥｋ≤R  ................ （4） 

また、柱の曲げに対しては、γRE＝0.75、η=1.3、γＧ＝1.2、γＥ

＝ 

1であるので、（3）式は下となる。 

         1.17SＧＥ+1.27SＥｋ≤R  ................ （5） 

このように実際上の設計曲げモーメントはSＧＥ+SＥｋと大きくは

変わらないことがわかる。 

2.4.3 層間変形確認 

１）小地震弾性計算の場合 

小地震弾性計算の場合は表 5 に示した層間変形角限界値を超えて

はならない。本設計例では層間変形角の最大値は 1/1200 であり、

1/550 を超えなかったので、満足している。 

２）大地震弾塑性計算の場合 

大地震弾塑性計算の場合は表 6 に示した層間変形角 限界値を超

えてはならない。本設計では大地震弾塑性計算を行わないが、参考

として示した。    

  

2.4.4 その他の構造規定 

耐震等級 3の場合について、その他の構造規定を以下に示す。 

１）梁の配筋規定 

1.上端下端とも 2-D12 以上とし、梁端部の引張鉄筋比は 2.5%以下

とする。また下端配筋量は上端配筋量の 0.3倍以上とする。 

2.梁端部におけるあばら筋最大間隔は（梁断面高さの1/4、主筋

最小径の8倍、100mm）のうち最小値とする。また、あばら筋は

D8以上とする。 

２）柱の配筋規定 

1.主筋の主筋比は中柱および側柱では0.7％以上、隅柱では0.8％

以上とするが、5％以下とする。また辺側鉄筋比は0.2％以上と

する。 

2.柱端部におけるフープ筋最大間隔は（主筋最小径の8倍、150mm）

のうち最小値とする。ただし、最下層柱脚は100mm以下とする。

フープ筋はD8以上とする。 

３）柱の軸圧比制限 

 1.軸圧比は 0.85以下とする。なおこの制限が緩いので日本と比べ

て断面サイズが小さくて済む。 

 

3. 中国の耐震設計基準法により設計建物 

3.1 建物概要 

 建物は鉄筋コンクリート 5 階（地下なし、屋上ベントハウス）建

ての純ラーメン構造である。建物高さは 1 階では 4.65m で他では

3.6m である。平面形状は工字形であり、平面上下が耐震スリットに

より分離されているので（図 4）、今回は下部の半分を解析モデルに

した。平面形状は長辺方向 10 スパン、短辺方向 5スパンである。柱

サイズは 45×45cm 角、40×40cm角が多く、梁サイズは 30×60cm、

30×70cm が多い。スラブ厚さは 100mm である。 

表 5 弾性層間変形角の限界値［θｅ］ 

 
構造形式 ［θｅ］ 

鉄筋コンクリ

ート造 

純ラーメン構造 1/550 

フレーム耐震壁、スラブ・柱・耐

震壁、コアチューブフレーム構造 
1/800 

耐震壁、ダブルチューブ構造 1/1000 

フレーム支持構造 1/1000 

表 6 弾塑性層間変形角の限界値［θｐ］ 

 
構造形式 ［θｐ］ 

鉄筋コンクリ

ート造 

単層の柱による架構 1/30 

純ラーメン構造 1/50 

低層部ラーメン組積造のラーメン

架構・耐震壁部分 
1/100 

フレーム耐震壁、スラブ・柱・耐

震壁、コアチューブフレーム構造 
1/100 

耐震壁、ダブルチューブ構造 1/120 

  

上下をスリットで分離 

Y2 

Y5 

Y6 

6800 6800 3300 3400 3400 3400 3400 6800 6800 
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0
 

6600 

この部分だけ一階建て 
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3.2 設計概要 

設計時に重要な内容を再録すると、地震烈度：7度、耐震等級：3

級、基盤特性周期：0.35ｓ、設計用ベースシア係数の最大値αmax：

0.08、設計ベースシア係数:長辺方向 0.0354、短辺方向 0.313、であ

る。なお、建物全重量(固定荷重＋積載荷重)は 42249KN、各層重量

は平均で 14KN/m2である。本設計では、柱、梁の断面寸法と配筋を

全層まったく同じとした。 

3.3 柱・梁断面と鉄筋比 

最も多い柱、梁の断面をそれぞれ表 7、表 8に示す。C1 柱の主筋

比 Pg は配筋規定の最小値 0.8％で決まっている。 

3.4 使用材料 

1）コンクリート 

コンクリート等級：C30（150mmの立方体強度で Fcu＝30N/mm2、Fcu

については後述する。） 

設計強度：14.3N/mm2 

コンクリート単位容積重量：25KN/m3 

ヤング係数 Ec：30000N/mm2 

2）鉄筋  

鉄筋種類：HRB400、HPB300 

HRB400：設計降伏強度 360 N/mm2（標準降伏強度 400 N/mm2）、 

    ヤング係数 Ec=200000N/mm2 

HPB300：設計降伏強度 270 N/mm2（標準降伏強度 300 N/mm2）、 

    ヤング係数 Ec=210000N/mm2  

鉄筋単位容積重量：78 KN/m3 

梁主筋： HRB400 で、D14、D20、D22 

柱主筋： HRB400 で、D16、D20 

あばら筋/帯筋： HPB300 で、D8  

スラブ筋：HRB400で、D10 

 

4. 日本の耐震基準法による耐震安全性の評価 

4.1 静的弾塑性解析 

長辺方向と短辺方向について、それぞれ立体（３次元）静的弾塑

性解析を行った。 

4.1.1 部材モデル 5） 

柱、梁は端部に剛域を有する線材に置換し、危険断面位置を柱梁

フェイスとした。 

１）梁のモデル化 

梁には曲げ変形およびせん断変形を考慮し、曲げは材端ばねモデ

ルで表した。曲げひび割れ強度、曲げ終局強度、曲げ剛性低下率、

せん断終局強度は技術基準解説書 3）に基づいて算定した。せん断ひ

び割れは考慮せず、せん断および曲げ降伏後の剛性低下率は初期剛

性に対して 1/1000とした。曲げ終局強度には梁片側 1m のスラブ有

効幅を考慮した。梁曲げ剛性には付帯スラブによる剛性増大率とし

て 1.5～2を考慮した。結果的には梁にせん断破壊は生じなった。 

２）柱のモデル化 

柱には曲げ変形とせん断変形を考慮し、曲げに対しては軸力変動

を考慮したモーメント・軸力相関モデルを用いた。曲げひび割れ強

度、曲げ終局強度、曲げ剛性低下率、せん断終局強度は技術基準解

説書に基づいて算定した。せん断ひび割れは考慮せず、せん断およ

び曲げ降伏後の剛性低下率は初期剛性に対して 1/1000 とした。結果

的には柱にせん断破壊は生じなかった。 

4.1.2 解析条件 

１）コンクリート強度の換算 

中国ではコンクリートは、C15～C80 のような等級で分けている。 

本設計では強度等級 C30 のコンクリートを用いている。中国のコン

クリート強度等級は、日本と違って辺長 150mm の立方体の圧縮試験

で得られた強度である。 

中国のコンクリートの強度等級を日本のコンクリート基準強度

に換算するためには、立方体から円柱体への強度の換算が必要であ

り、ここでは、三浦尚著：土木材料学（改訂版），コロナ社文献を参

考して次の換算式 4）を用いた。 

          Fc= 0.75×Fcu ..................... （6） 

（Fc：日本のコンクリート基準強度、Fcu：中国コンクリートの強度等級） 

中国のコンクリート強度 C30 は日本の Fc22.5 に相当した。また

コンクリートのヤング係数、せん断弾性係数は日本の基準式により

算定した。コンクリート強度を設計では 14.3 N/mm2としているのに

対して、解析では 22.5 N/mm2としていることに留意する必要がある。 

２）鉄筋サイズの変換等 

解析ソフト 5）には中国の鉄筋サイズ（D8、D14、D20）が無かった

ので、日本の鉄筋サイズを使うためにσy×Asが同一になるように 

σyを変えて対処した。なお、主筋の降伏強度を設計では 360 N/mm2

表 7 柱断面と鉄筋比 

柱記号 C1 C2 

断面 450×450 400×400 

位置 全断面 全断面 

 1 階～R 階 

 
 

主筋 8-D16 8-D16 

帯筋 
端部：田-D8＠100 

中央：田-D8＠150 

端部：田-D8＠100 

中部：田-D8＠150 

主筋比 Pg 0.80％ 1.00％ 

せん断補強筋比 Pｗ 0.35％ 0.38％ 

表 8 梁断面と鉄筋比 

梁記号 G3 G18 

断面 ｂ×D 300×700 300×600 

位置 端部 中央 端部 中央 

 1 層～R 層 

  

 

 

配筋 

上端 4-D20 2-D20 3-D20 2-D20 

下端 3‐D22 3‐D22 2‐D22 2‐D22 

あばら筋 2-D8＠100 2-D8＠150 2-D8＠100 2-D8＠150 

腹筋 2-D10 2-D10 

引張鉄筋比 Pt 
端部上端 0.63％  

中央下端 0.58％ 

端部上端 0.56％  

中央下端 0.45％ 

せん断補強筋比 Pｗ 端部 0.33％、中央 0.22％ 端部 0.33％、中央 0.22％ 

図 7 設計水平地震力、設計層せん断力係数 

 

  

図 4 解析用平面図 
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としているのに対して、解析では 440 N/mm2としていることに留意

する必要がある。 

３）解析上の仮定 

各階で剛床を仮定し、階全体のねじれ変形を考慮した。最下層柱

脚固定と仮定した。また P-Δ効果は無視した。 

４）地震力分布 

地震力分布には中国の地震力分布を用いた。また、長期荷重によ

る応力を初期応力として考慮した。 

4.1.3 解析結果と考察 

 長辺方向は 1 層メカニズムとなり、短辺方向は 1 層～3 層の連層

メカニズムとなった。メカニズムまでの層せん断力と層間変形関係

を図 5 に示す。また、メカニズム時のヒンジ図（一部だけ示したが、

他も同じメカニズムであったことを確認している）とそのときの荷

重と変形を図 6 と表 9 に示す。 

 

長辺方向は 1 層メカニズムとなり、短辺方向は 1 層～3 の連層メ

カニズムとなった原因を探るために、長辺方向 Y2 フレーム、短辺方

向 X5 フレームについて曲げ耐力と設計値の比を調べた。設計値は

SＧＥ+SＥｋとして求めた。曲げ耐力と設計値の比の平均値を表 10に

示す。 

表 10 曲げ耐力と設計値の比 

長辺方向 Y2 フレーム 

柱 曲げ耐力/設計値  梁 曲げ耐力/設計値 

5 層柱 7.41  5 層梁 2.97 

4 層柱 5.58  4 層梁 2.78 

3 層柱 4.92  3 層梁 2.63 

2 層柱 4.73  2 層梁 2.51 

1 層柱 3.18  1 層梁 2.43 

短辺方向 X5 フレーム 

柱 曲げ耐力/設計値  梁 曲げ耐力/設計値 

R 層柱 6.13  R 層梁 9.6 

5 層柱 9.71  5 層梁 5.61 

4 層柱 6.33  4 層梁 4.18 

3 層柱 5.82  3 層梁 3.17 

2 層柱 5.26  2 層梁 2.61 

1 層柱 3.34  1 層梁 2.31 

柱・梁の曲げ耐力と設計値の比が上層に行くほど大きく(強く)な

るのは全層で断面と配筋を同じとしたからであり、また同じ理由か

ら、下層階でのメカニズム、具体的には長辺方向は 1 層メカニズム、

短辺方向は 1 層～3層の連層メカニズムとなった、と考えられる。 

長辺方向のメカニズム時ベースシア係数は、設計ベースシア係数

0.0354 に対して 0.13、短辺方向のメカニズム時ベースシア係数は設

計ベースシア係数 0.0313 に対して 0.10 であり、設計値に対して保

有水平耐力は 3 倍以上になっている。長辺方向は 1 層メカニズムで

あるので保有水平耐力は 1層柱の耐力で決まる。1 層柱の曲げ耐力

が設計値の約 3 倍であったこと（表 10 上）が保有耐力上昇の理由で

表 9 メカニズム時の荷重と変形 

長辺方向 

層 せん断力(KN) せん断力係数 層間変形(mm) 層間変形角  

R 190 0.31 5.9 1/607 

5 1706 0.21 8.9 1/404 

4 2941 0.18 17.1 1/210 

3 3887 0.16 30.2 1/119  

2 4637 0.14  60.3 1/60 

1 5227 0.13  157.5 1/30  

短辺方向 

層 せん断力(KN) せん断力係数 層間変形(mm) 層間変形角 

R 165 0.27 7.6 1/474 

5 1397 0.18 19.1 1/188 

4 2314 0.14 55.9 1/64 

3 2979 0.12 118.4 1/30 

2 3522 0.11 156.7 1/23 

1 3979 0.10 219.3 1/21 

層間変形(mm)
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層間変形(mm)
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R
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図 5 層せん断力-層間変形 

×：メカニズム 

ベースシア係数＝0.13 

 

×：メカニズム 

ベースシア係数＝0.10 

 

最後ヒンジ 

長辺方向（1 層メカニズム） 

Y6 通り Y5 通り 

加力方向 

X8 通り X7 通り 

図 6 メカニズム時ヒンジ図（ ：曲げヒンジ） 

  

最後ヒンジ 

短辺方向（1～3 層連層メカニズム） 

加力方向 
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付録 4 梗概 

ある。一方、短辺方向は 1層～3層の連層メカニズムであるので保

有水平耐力は 1 層、2 層の梁と 1 層、3 層の柱耐力で決まる。1 層、

2 層の梁曲げ耐力が設計値の平均 2.5 倍、1 層、3 層柱の曲げ耐力が

設計値の平均 4.6 倍になっていること（表 10下）が保有耐力上昇の

理由である。このように設計値に対して実際の強度が高かったので

あるが、その理由としては、設計時よりコンクリートと鉄筋の強度

を高くとっていること、長辺方向については（5）式に示したように

柱の実際上の設計用曲げモーメントが設計値（SＧＥ+SＥｋ）の約 1.2

倍であったこと、短辺方向については断面と配筋を全階同一とした

ことや、最小値規定で配筋が決まったところがあること、などが挙

げられる。 

4.2 動的弾塑性解析 

4.2.1 部材復元力特性 5） 

梁の曲げバネには武田モデルを用い、除荷剛性低下指数は 0.4 と

した。柱の曲げバネにはモーメント・軸力相関モデルを用いて、軸

力変動を考慮した。柱・梁のせん断バネはトリリニアの原点指向型

モデルとした。 

4.2.2 入力地震動 

入力地震動として、1940 年の ELCENTRO NS波（ELC NS）、1978

年宮城県沖地震における東北大学 NS 波(TOH NS)、1968 年十勝沖地

震における八戸港 EW 波（HAC EW）の三つを用いた。解析では、原

記録を最大速度 50cm/s に基準化した地震動を使用した。P-Δ効果を

考慮しなかった。 

4.2.3 数値解析手法および減衰 

地震応答解析の際の数値積分には、Newmarkβ法のうちの平均加

速度法（β＝1/4）を用いた。計算時間間隔は 0.004秒とした。減衰

は初期剛性比例型とし、減衰定数はｈ＝0.03とした。 

4.2.4 解析結果と考察 

 

 

 

最大層せん断力係数、最大層間変形角を図 7、図 8 に示す。最大

層せん断力係数は静的弾塑性解析結果（長辺 0.13、短辺 0.10）とほ

ぼ同じであり、どの地震動でもメカニズムに達していることがわか

る。最大層間変形角は ELC波に対して 1/53、TOH 波に対して 1/48

で、HAC 波に対して 1/31 であり、二つの地震波（TOH 波、HAC 波）

に対して 1/50 を越えた。HAC 波による長辺方向の層間変位時刻歴を

図 9 に示す。1 層変形が卓越している。動的解析の結果は静的解析

の結果と基本的に同じであり、長辺方向では 1 層メカニズム、短辺

方向では 1～3 層メカニズムが形成されていた。 

 

5. まとめ 

１）中国における設計地震力について、応答スペクトル法で定めて

いるが、日本に比べて非常に小さいものであった。また、柱の軸

圧比の制限値が大きいため（0.85）、柱の断面サイズが小さくて

済むことがわかった。 

２）本設計では柱、梁を 1層から最上層まで断面寸法と配筋をまっ 

たく同じものにした結果、上層に行くほど曲げ耐力と設計用曲げ

モーメントの比が大きくなった（強くなった）。その結果として

下層階でのメカニズム、具体的には長辺方向は 1 層メカニズム、

短辺方向は 1 層～3層の連層メカニズムとなった。 

３）中国の耐震基準では設計用地震力が小さいため、日本でのレベ

ル 2 の地震動に対して層間変形角が 1/100 に収まらず、1/50をも

越えてしまった。 
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